
事業別財務諸表の概要

３　作成内容

１　作成対象

２　作成目的

　　　　　　　     年度
 分析指標

令和6年度 令和7年度

18.4徴収不能引当率 15.8

1.8

59.6

受益者負担比率

（単位：％）

1.8

　事業の財務マネジメントの実践に役立てることに主眼を置いた、行政目的と組織の権限・責任

に対応した「管理事業」という財務諸表作成単位を設定しています。

　令和元年度から第４次総合計画の体系に沿って事業単位を再編成しました。

　令和７年度は148の管理事業について、事業別財務諸表を作成しています。

　事業別で作成した貸借対照表、行政コスト計算書、キャッシュ・フロー計算書から得られる財

務情報と事業の成果（実績）を合わせて明らかにし、フルコストによる費用対効果の把握や資産

情報などを分析することで、事業の課題などについて市民にわかりやすく説明するとともに、的

確な事業マネジメントに役立てるものです。

　財務会計システムで作成した事業別財務諸表に、事業の目的と概要、事業の成果（実績）等の

情報を加え、事業の成果（実績）と関連づけた行政コストや比較分析のための単位当たりの行政

コスト、事業のストック情報、財務分析で明らかになった課題などを明記しています。

　なお、一般会計財務諸表における分析指標は以下のとおりです。

施設老朽化比率

1.0

36.6

60.1

0.8

38.0

施設維持補修費比率

経常費用対公共資産比率
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令和７年度事業別財務諸表一覧表

事業数

13

4

2

14

14

15

16

18健康医療部

59.後期高齢者医療事業（一般会計）、73.保健推進事業、74.北大阪

健康医療都市推進事業、75.医療・薬事事業、76.医療政策事業、78.

公害・原爆関連事業、81.休日急病診療所事業、82.成人保健事業、

83.難病支援事業、84.精神保健事業、87.予防接種事業、88.感染症対

策事業、89.狂犬病予防・動物愛護事業、91.生活衛生事業、139.国民

健康保険事業、140.保健事業（国民健康保険）、145.後期高齢者医療

事業、147.病院公債管理事業

児童部

48.子供の生活支援事業、60.子育て支援事業、61.家庭児童相談事

業、62.保育幼稚園管理事業、63.ひとり親家庭等支援事業、64.子育

て支援給付事業、65.公立保育所等事業、67.児童会館事業、68.こど

も発達支援センター事業、69.私立保育所等事業、70.児童福祉サービ

ス給付事業、73.保健推進事業、86.母子保健事業、126.公立幼稚園等

事業、148.母子父子寡婦福祉資金貸付事業

福祉部

46.社会福祉事業、47.生活援護事業、48.子供の生活支援事業、49.社

会福祉法人等認可・指導監査事業、50.高齢者支援事業、51.介護保険

サービス整備等事業、52.高齢者生きがい事業、53.地域支援事業、

55.総合福祉会館事業、56.障害者支援交流センター事業、57.障害者

福祉事業、58.障害者社会参加促進事業、71.生活保護事業、73.保健

推進事業、143.介護保険運営事業、144.介護保険（地域支援）事業

税務部 7.行財政改革推進事業、40.市税等賦課徴収事業

市民部

11.情報公開事業、17.消費生活事業、20.出張所事業、21.コミュニ

ティ施設事業、22.広聴事業、23.住居表示整備事業、24.人権事業、

25.非核平和都市宣言事業、26.コミュニティ活動支援事業、27.地域

自治推進事業、29.男女共同参画事業、42.戸籍住民登録事業、54.交

流活動館事業、72.国民年金事業

都市魅力部

28.文化振興事業、30.歴史文化まちづくりセンター事業、32.都市交

流事業、34.文化会館事業、35.スポーツ推進事業、36.ホームタウン

関連事業、37.スポーツ施設事業、38.サッカースタジアム事業、39.

シティプロモーション事業、95.労働事業、96.勤労者会館事業、98.

農業振興事業、100.商工振興事業、142.勤労者福祉共済事業

行政経営部
7.行財政改革推進事業、8.財政事務事業、10.情報システム運用事

業、16.企画政策事業

　この一覧表は、部局が所管する管理事業を一覧にしたものですが、複数の部局が所管する管理事業に

ついては、重複して表示しています。管理事業名の前に付記している番号は、すべての管理事業（148

事業）の通し番号です。この番号順で掲載しています。

部局名 管理事業名

総務部

2.特別職秘書事業、3.市庁舎管理事業、4.法務管理事業、5.人事管理

事業、6.契約事業、13.文書管理事業、14.広報事業、19.車両管理事

業、31.安心安全事業、44.統計調査事業、118.防災対策事業、119.自

主防災推進事業、141.部落有財産管理事業
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9

9

11

3

1

2

1

12

教育委員会 地域教育部 12

1

1

2

1

1

環境部

77.地域環境衛生事業、79.環境政策事業、80.地域環境保全事業、

85.環境汚染対策事業、90.産業廃棄物対策事業、92.資源リサイクル

事業、93.ごみ処理事業、94.し尿処理事業、118.防災対策事業

都市計画部

8.財政事務事業、9.資産経営事業、15.財産管理事業、33.千里

ニュータウン情報館事業、102.建築指導事業、103.開発指導事業、

107.まちづくり計画事業、115.市営住宅事業、116.住宅政策事業

土木部

101.土木庁舎管理事業、104.道路事業、105.交通対策事業、108.公

園緑地事業、109.総合的自転車対策事業、110.緑化推進事業、111.

花とみどりの情報センター事業、112.千里山駅周辺整備事業、113.

佐井寺西土地区画整理事業、114.上の川周辺整備事業、146.公共用

地先行取得事業

下水道部 80.地域環境保全事業、99.農地事業、106.水路事業

会計室 12.会計事務事業

消防本部 117.消防事業、118.防災対策事業

議会事務局 1.議会事業

教育委員会 学校教育部

24.人権事業、65.公立保育所等事業、66.留守家庭児童育成事業、

68.こども発達支援センター事業、120.教育総務事業、121.学校教育

推進事業、122.学校教育支援事業、123.特別支援教育事業、124.小

学校管理事業、125.中学校管理事業、126.公立幼稚園等事業、138.

学校保健体育事業

41.固定資産評価審査委員会事業

97.農業委員会事業農業委員会事務局

固定資産評価審査
委員会事務局

選挙管理委員会事務局

66.留守家庭児童育成事業、127.地域・青少年教育事業、128.こども

プラザ事業、129.公民館事業、130.図書館事業、131.自然体験交流

センター事業、132.青少年クリエイティブセンター事業、133.文化

財保護事業、134.博物館事業、135.生涯学習事業、136.青少年活動

サポートプラザ事業、137.自然の家事業

43.選挙管理委員会事業

公平委員会事務局

監査委員事務局

18.公平委員会事業

4.法務管理事業、45.監査事業
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事業別財務諸表の記載内容

令和7年度（2025年度）

1

2

1

事業の目的と概要

Ⅰ　成果指標（活動指標）

Ⅱ　活動実績・成果

Ⅲ　課題と今後の取組

【成果指標１】議会だより発行部数についての評価
・配布部数　1,170,340部（前年度比：11,590部の増）
・配布部数の増は、市の人口増によるものである。

【成果指標２】インターネット放映アクセス件数
・アクセス件数　15,062件（前年度比：2,637件の減）
・令和５年度及び令和６年度と比較してアクセス数は減少して
いるが、令和５年度については改選期であったことから、市民
の議会への注目度が高まり、一時的に増加していたと考えられ
る。令和６年度から令和７年度にかけての減少については、一
部の定例会において試行的に一般質問を行わず議案に関する質
疑のみを実施したこと、市民生活に大きな影響を与える注目議
案が前年度と比べて少なかったことが主な要因であると分析し
ている。一方で、改選前の平年（令和４年度以前）と比較する
とアクセス数は増加しており、改選に伴う議員構成の変化や、
議員個人によるインターネットやＳＮＳを活用した広報活動の
活発化が、全体の放映アクセス数を底上げしているものと考え
られる。

・両成果指標ともに議会だよりや本会議放映等の多様な媒体を
活用し、より広く市民に議会の情報を提供することで、市民の
市政への参画意識の向上につなげている。また、今年度から新
たにＳＮＳ（Instagram等）を利用した情報発信も始めてお
り、市民に市議会を身近に感じ、関心をより一層高めてもらう
取組を行っている。

【財務情報に基づいた評価】
　総事業費のうち約85％を占める給与関係費（議員報酬・職員人
件費）に続き、物件費、負担金・補助金・交付金等の順になって
いる。
　物件費については、その大部分を議会だよりの発行や本会議放
映システムの運用・保守といった市民への情報提供に直結する重
要な委託料等が占めており、経常費用の大半が毎年支出が必要な
固定的な性質を持つ構造となっている。
　ただし、令和７年度においては、本会議放映システム機器等の
放映設備の更新を行ったため、物件費が前年度比で一時的に増加
する要因となったが、これは円滑な本会議運営等のために必要な
経費であり、総じて限られた財源の下で適正に予算を執行してい
る。

　市民の代表である議員及び議会が市民意見を的確に把握し、
それを市政に反映させる議員活動の充実を図るためには、給与
関係費（議員報酬等）や政務活動費について、適切な水準を維
持することが不可欠である。
　また、国や関係機関への要望活動において成果を上げ、他自
治体の先進的な動向を的確に把握するため、各種議長会等への
加入とそれに伴う負担金の支出は、議会運営上必要な経費であ
る。

　このように、経常費用の約９割をこれら削減の余地が極めて乏
しい義務的経費（給与関係費）や議会運営上必要不可欠な負担
金・補助金等が占める財政構造ではあるが、限られた財源の中で
創意工夫を図る必要がある。今後は、コストを抑えつつ高い拡散
性が期待できるＳＮＳによる情報発信を継続して行うなど、議会
広報事業（議会だより発行、インターネット配信等）をより効果
的かつ効率的に展開できるよう、運用の工夫に努めていく。

インターネット放映アク
セス件数

件 20,757 17,699 15,062 本会議等のインターネット放映のアクセス件数

議会だより発行部数 部 1,151,850 1,158,750 1,170,340 市域の世帯等に配布している議会だよりの発行部数

　市民の代表である議員及び議会がその権能を最大限に発揮できるよう、議会運営、市政調査、議会広報、議長公務等を補佐する
とともに、議員報酬、政務活動費等の支出業務を行う。また、この議会活動などを通じて、市民の市政への関心を高めることも目
的の１つとしている。
　なお、議会事業としては、議員報酬等の支給、本会議録及び常任・特別委員会記録等の作成、会議録をインターネットで公開す
るシステムの運用、議会広報紙の作成、本会議映像等のインターネット配信、議会傍聴時の一時保育及び手話通訳者の派遣、議員
専用のグループウェア及びタブレット端末の運用などを行っている。

指  標  名 単位 令和5年度 令和6年度 令和7年度 指　標　の　定　義

議会費 （目） 1 議会費

部局名 議会事務局
予算執行
所属

議会事務局

主な歳出
予算科目

一般会計 （款） 1 議会費 （項）

管理事業名 議会事業
総合計画
の体系

1

大綱 人権・市民自治

政策 市民自治によるまちづくり

施策 情報共有の推進

この事業の成果指

標に係る取組など

を記載しています。

この事業を所管す

る所属、主な歳出

予算科目、本市の

総合計画の体系と

の関係を示してい

ます。

この事業の指標に

ついて説明してい

ます。

活動実績・成果を

踏まえ、事業が抱

える課題や今後の

取組内容などを記

載しています。
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Ⅳ　財務情報
◆貸借対照表【ＢＳ】 （単位：千円）

現金預金 流動負債
未収金 地方債
財政調整基金 短期借入金
短期貸付金 賞与引当金
徴収不能引当金 未払金
その他流動資産 リース債務

有形固定資産 その他流動負債
土地 固定負債
建物・工作物 地方債
リース資産 長期借入金
建設仮勘定 退職手当引当金

無形固定資産 リース債務
有形固定資産 その他固定負債

土地 負債の部合計
建物・工作物
建設仮勘定 純資産

重要物品
図書館資料
投資その他の資産

出資金
長期貸付金
基金
徴収不能引当金 純資産の部合計
その他債権

資産の部合計

◆行政コスト計算書【ＰＬ】 （単位：千円） 財務諸表の特徴的な事項

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 (a)
給与関係費
物件費
維持補修費
社会保障扶助費

特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額
賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
支払利息
その他
経常費用　小計 (b)

経常収支差額 (a)-(b)=(c)
固定資産売却益 単位当たりのコスト分析(「経常費用 小計(b)」÷「実績」）
その他
特別収入　小計 (d) 円 円 円
固定資産除売却損 人 人 人
その他 円 円 円
特別費用　小計 (e)

特別収支差額 (d)-(e)=(f)
一般財源調整額 (g)
当期収支差額 (c)+(f)+(g)
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

人にかかるコストの内訳
◆キャッシュ・フロー収支差額集計表【ＣＦ】 （単位：千円）

行政サービス活動収入
行政サービス活動支出

投資活動収入
投資活動支出
投資活動収支差額 分析指標 (単位:％)

財務活動収入
財務活動支出
財務活動収支差額
収支差額　合計
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金

前年度からの繰越金 99.9 99.9 0.0- - - - 一般財源充当比率 99.9

-
- - - - 受益者負担比率 - - - -

- -
- - - - 徴収不能引当率 - - -

- - -
717,437 683,524 712,677 29,154 経常費用対公共資産比率 - -

△717,437 △683,524 △712,677 △29,154 施設維持補修費比率 -

B-A
- - - - 施設老朽化比率 - - - -

令和6年度 令和7年度 差
- - - - A B
- - - - 　　　　　　　年度

分析指標
令和5年度

- - - -
- - - -

- - - - 合計 668,572
行政サービス活動収支差額 △717,437 △683,524 △712,677 △29,154 特別職非常勤

7,231 19.88
718,155 684,239 713,333 29,095 会計年度任用等 9,536

451,417

719 715 656 △59 常勤・再任用 207,619

月平均従事
人数(人)区分 令和5年度

令和6年度 令和7年度 差額 うち時間外手
当等(千円)A B B-A

△3,733 △4,567 △24,237 △19,670

給与関係費
等(千円)

- - - -
- - - -

△721,170 △688,091 △736,914 △48,824
717,437 683,524 712,677 29,154

- - △0 △0
分
析
内
容

令和８年３月末現在の吹田市人口で算出すると、市民一
人当たり約1,911円のコストとなっている。職員人件費の
増や、本会議放映システム機器等の更新費用の支出によ
り、前年度と比較してコストが増加している。

- - - -

- - 0 0 実績

384,302 385,999
- - - - コスト

1,888 1,792 1,911
特
別
費
用

- - 0 0 実績 382,336

単位 令和5年度 令和6年度 令和7年度
- - - -

市民一人
コスト

特
別
収
入

- - - -
- - - -

721,888 688,805 737,570 48,765
△721,170 △688,091 △736,914 △48,824

- - - -
- - - -

12,089 12,977 15,337 2,360
8,451 12,669 27,185 14,516

-
- - - -
- - - -

負担金・補助金・交付金等 35,434 27,250 29,209 1,959
- - -

233 121 △112
- - - -

経
常
費
用

612,617 608,070 626,050 17,980
53,261 27,606 39,669 12,063

36

333 333 333 -
【PL】
負担金・補
助金・交付
金等

政務活動費　2,139千円の増
719 715 656 △59

- - - -
- - - -

【PL】
物件費

本会議放映システム機器等更新費
13,087千円の増

- - - -
- - - -

国庫支出金（経常費用充当） 258 254 215 △39
128 128 108 △20

経
常
収
入

- - - -
- - - -
-

特徴的な事項
A B B-A

【PL】
給与関係費

令和７年人事院勧告に伴う、職員人件費の増

- - -

勘定科目 令和5年度
令和6年度 令和7年度 差額 勘定科目等

△01,083 1,083 △0 負債及び純資産の部
合計

1,083 1,083
- - -
- - - △122,373 △146,609 △24,237
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
0 0 △0
- - - △122,373 △146,609 △24,237

-
- - - 123,456 147,693 24,237

イ

ン

フ

ラ

資

産

- - - - -

- - -

1,083 1,083 - - - -
- - - 110,479 132,356 21,877

- -
- - - - - -

- -
- - - 110,479 132,356 21,877

固
定
資
産

事
業
用
資
産

- - - -

- - - -

- - - - - -
- - - - - -

- -
- - - 12,977 15,337 2,360

2,360
- - - - - -流

動
資
産

- - - 12,977 15,337

- - - -

令和7年度末 差額
A B B-A A B B-A

勘定科目
令和6年度末 令和7年度末 差額

勘定科目
令和6年度末

貸借対照表、行政コ

スト計算書、キャッ

シュ・フロー収支差

額集計表に表示され

る勘定科目のうち、

特徴的なものについ

て説明しています。

コストに見合う成果

か、コストは適正か、

効率的に事業を実施

しているかなどを点

検するため、単位あ

たりのコストを算出

しています。

事業の成果と人にか

かるコストを対比す

ることにより、成果

に見合った要員かど

うかの分析を行いま

す。

財務諸表に表示され

る数値から財務指標

を算定することによ

り、経年での比較分

析や他の自治体間・

事業間での比較分析

に役立てることがで

きます。
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